
	 第４節	 失業等の動向

●完全失業率は、感染症の影響から持ち直し、男女計と男性は全ての年齢階級で低下、女性は
「35～44歳」と「65歳以上」で横ばいとなったほかは全ての年齢階級において低下
最後に、失業の動向についてみていく。
第１－（２）－23図は、完全失業率の推移を男女別・年齢階級別にみたものであるが、「15～

24歳」「25～34歳」といった若年層で高く、「65歳以上」の高年齢層で低い傾向がある。
2018年までは男女ともにおおむね低下傾向にあり、「15～24歳」で特に大きく低下していた
が、2020年の感染症の影響により、男女ともに全ての年齢階級で上昇がみられた。
2021年は、感染症の影響が依然として残る中で、男女計と女性では横ばい、男性はやや上

昇した。2022年の完全失業率は、感染症の影響から持ち直し、男女計と男性は全ての年齢階
級で低下、女性は「35～44歳」と「65歳以上」で横ばいとなったほかは、全ての年齢階級に
おいて低下している。

第１－（２）－23図 男女別・年齢階級別にみた完全失業率の推移
○　2022年の完全失業率は、感染症の影響から持ち直し、男女計と男性は全ての年齢階級で低下した。
女性は「35～44歳」と「65歳以上」で横ばいとなったほかは全ての年齢階級において低下した。

年齢計

15～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

2013 15 17 19 21 22

（１）男女計
（％）

（年）

男性計

15～24歳

25～

34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

2013 15 17 19 21 22

（２）男性
（％）

（年）

女性計

15～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳
55～64歳 65歳以上

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

2013 15 17 19 21 22

（３）女性（％）

（年）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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●2022年は「非自発的理由」及び「自発的理由」のいずれも完全失業者数が減少
続いて、第１－（２）－24図により、求職理由別・年齢階級別の完全失業者数の推移をみると、

2013～2019年にかけて、「非自発的」「自発的」「新たに求職」理由の完全失業者数のいずれ
も減少傾向で推移していた。2020年、2021年には「非自発的」理由を中心に全ての理由で
増加した後、2022年には全ての理由で減少に転じた。
「非自発的」「自発的」理由による完全失業者数を年齢別にみると、2019年まではいずれの
理由についても、全ての年齢階級でおおむね減少傾向で推移してきた。2020年には感染拡大
による経済社会活動の停滞から、「非自発的理由」による完全失業者数は全ての年齢階級にお
いて大幅に増加し、2021年も45歳以上の年齢層を中心に引き続き増加したが、「自発的理由」
の完全失業者数は2020年以降もおおむねどの年齢階級でも横ばいであった。
2022年は、「非自発的」及び「自発的」な理由による完全失業者は、いずれもおおむね全

ての年齢階級で減少している。

第１－（２）－24図 求職理由別・年齢階級別にみた完全失業者数の推移
○　「非自発的」な理由による完全失業者は、2020年は全ての年齢階級で大幅に増加し、2021年は
45歳以上の年齢層を中心に引き続き増加した。

○　2022年においては、「非自発的」及び「自発的」な理由のいずれも、おおむね全ての年齢階級で
減少した。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　求職理由について、「非自発的」は、「定年又は雇用契約の満了による離職」と「勤め先や事業の都合による離

職」を合わせたもの。「自発的」は、「自分又は家族の都合による離職失業者」。「新たに求職」は、「学卒未就職」
「収入を得る必要が生じたから」及び「その他」を合わせたもの。
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●「１年未満失業者」「長期失業者」ともに減少
最後に、第１－（２）－25図により、失業期間別の完全失業者数の推移をみると、失業期間が

「１年以上」の完全失業者（以下「長期失業者」という。）、失業期間が「１年未満」の完全失
業者（以下「１年未満失業者」という。）は、ともに2019年まで幅広い年齢層で減少傾向が
続いたが、2020年の感染症の拡大による景気減退の影響から１年未満失業者が全ての年齢階
級で増加した。2021年は、完全失業率が２％台後半で推移する中、１年未満失業者は幅広い
年齢層で減少したものの、感染症の影響が長引く中で、失業が長期化する傾向がみられ、長期
失業者は全ての年齢階級で増加した。
2022年は、雇用情勢の持ち直しにより、全ての年齢階級で１年未満失業者は減少、長期失

業者は横ばい又は減少し、特に１年未満失業者は感染拡大前の2019年とおおむね同水準まで
減少している7。

第１－（２）－25図 失業期間別・年齢階級別にみた完全失業者数の推移
○　2020年は失業期間「１年未満」の完全失業者が増加、2021年は、長引く感染症の影響により失
業期間「１年以上」の長期失業者が増加した。

○　2022年は全ての年齢階級で１年未満失業者は減少、長期失業者は横ばい又は減少した。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2013～2016年までの失業者数は、2015年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づいた数値。2018～2021

年までの失業者数は、2020年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づいた数値。

７	 長期失業者及び１年未満失業者の労働力人口に占める割合は付１－（２）－１図を参照。
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